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「令和4年度 国保事業費納付金等の算定結果」について

１ 国保事業費納付金の考え方

●平成30年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額

の決定や、保険給付に必要な費用を、全額、市町村に対して支払うことにより、国保財政の「入

り」と「出」を管理。また、都道府県にも国保特別会計を設置。

●市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付している。

※納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮。

●都道府県が、都道府県内の保険税収納必要額（医療給付費(保険給付費等)－公費等による収入

額）を市町村ごとの医療費水準と所得水準等で按分し、市町村ごとの国保事業費納付金の額を

決定。

２ 令和4年度の県全体（県国保特別会計）における保険税収納必要額※の主な算定結果

※保険税収納必要額 ＝ 保険給付費等(県歳出)－公費等による収入(歳入)

（１）保険給付費等(歳出)の推計

保険給付費について、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により受診等を

控える人が増えた一方、令和3年度は医療費が回復傾向にあることなどを考慮して推計。

※その他の歳出は、前期高齢者納付金等、後期高齢者支援金等、介護納付金、特別高額医療費共同事業拠出金

R4 確定係数（①） R3確定係数（②） 差（①－②）

総 額 1,114 億 5,506 万 5,044 円 1,096 億 5,662 万 6,493 円 17億 9,843万8,551円

(うち保険給付費) 911億 2,546 万 467円 886 億 4,565 万 1,908 円 24億 7,980万8,559円
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（２）公費等による収入(歳入)の推計

国からの負担金等のほか、過年度調整として、県特別会計決算剰余金の12.5 億円や、令

和2年度保険者努力支援交付金（事業費連動分）の約3.2 億円が加算。

※その他の歳入は、国・普通調整交付金、県 1号繰入金、高額医療費負担金、特別高額医療費共同事業交付金（負

担金）、保険者努力支援制度

３ 令和4年度の国保事業費納付金及び標準保険税率等の算定結果

（１）国保事業費納付金の算定結果

（２）標準保険税率の算定結果

【本市の算定基準に基づく標準的な保険税率＜3方式＞】

（３）1人当たりの保険税必要額

R4 確定係数（①） R3確定係数（②） 差（①－②）

総 額 782億 3,986 万 7,883 円 767 億 3,185 万 8,747 円 15億 800万 9,136 円

(うち療養給付費負担金) 219億 2,477 万 4,586 円 199 億 9,917 万 9,787 円 19億 2,559万4,799円

(うち前期高齢者交付金) 380億 1,605 万 2,091 円 388 億 8,568 万 7,875 円 ▲8億6,963万5,784円

(うち過年度調整) 15億 7,107 万 4,000 円 12 億 5,000 万円 3億 2,107 万 4,000 円

R4確定係数（①） R3確定係数（②） 差（①－②）

県全体 323億 1,487 万 5,177 円 323億 5,802 万 4,658 円 ▲4,314 万 9,481 円

宮
崎
市

計 110億 1,698 万 8,913 円 110億 7,263 万 4,869 円 ▲5,564 万 5,956 円

医療分 77億 2,228 万 807円 76億 6,454 万 618 円 5,774 万 189 円

後期分 23億 6,110 万 8,819 円 24億 4,886 万 3,073 円 ▲8,775 万 4,254 円

介護分 9億 3,359 万 9,287 円 9億 5,923 万 1,178 円 ▲2,563 万 1,891 円

医療分 後期分 介護分

均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割

県平均 23,641円 18,863円 8.22％ 8,195 円 6,475 円 2.88％ 11,175円 5,623 円 2.71％

宮崎市 25,208円 17,914円 7.57％ 9,226 円 6,488 円 2.84％ 11,882円 6,479 円 2.67％

R4 確定係数（①） R3確定係数（②） 差（①－②）

県全体 104,122 円 102,303 円 1,819 円

宮崎市 100,556 円 99,475 円 1,081 円

◆保険税収納必要額の算出

＝ 歳出総額（1,114 億 5,506 万 5,044 円）―歳入総額（782億 3,986 万 7,883 円）

＝ 332億 1,519 万 7,161 円

⇒上記のうち、医療分に係る保険税収納必要額：約237億 6,200万円（ⅰ）

◆医療分に係る納付金算定基礎額の算出（医療分）

⇒（ⅰ）から地方単独事業の減額調整分を減算し、かつ高額療養費負担金等を加算して算出

⇒ 約254億 300万円・・・以降の納付金算定手順は、別紙参照


